別記様式　１
	
確定優良住宅地等予定地に関する認定申請書

　　年　　月　　日
国土交通大臣　殿　　　　　　
住所（所在地） 　　　　　　　　　　　　 　
氏名（名称及び　　　　　　　　　　　　　  
代表者の氏名） 　　　　　　　　　　　　 　
連絡担当者     　　　　　　　　　　　     
電話番号             　　　　　　　　　　 
下記の事業につき租税特別措置法施行規則第13条の３第８項第１号イ（3）（i）及び（ii）若しくは第２号ロ（1）及び（2）又は第21条の19第９項第１号イ（3）（i）及び（ii）若しくは第２号ロ（1）及び（2）に該当する旨を認定願いたく申請申し上げます。
記
	事
　業

の

概

要
	１　事業区域に含まれる地域の名称
	

	
	２　事業区域の区分
	(※市街化区域、市街化調整区域、非線引用途区域、非線引白地区域)

	
	３　事業の区分
	(※住宅建設の用に供される一団の宅地造成事業、一団の住宅の建設事業又は中高層耐火共同住宅の建設事業)

	
	４　適用を予定する租税特別措置法の条項
	租税特別措置法第(※31条の２第２項、62条の３第４項)第(※13、14、15)号

	
	５　事業区域の面積等
	事業区域の面積
	　　　㎡
	住宅建設事業
	　　　　戸

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	６　工事着手予定年月日
	年　　月　　日
	７　工事完了予定年月日
	年　　月　　日

	
	８　その他必要な事項
（中高層耐火建築物の建設事業のみ）
	（※耐火構造、準耐火構造）
地上階数：　　　　　　　　階
 総床面積：　　　　　　　　㎡
うち専ら居住の用に供される面積：　　　　　　　　㎡　
専ら居住の用に供される面積が総床面積に占める割合：　　　　　　　％
 寄宿舎その他の居住に係る独立部分の床面積：　　　　　　　　㎡

	＊受付番号及び年月日      第   号     年   月   日
	＊認定番号及び年月日      第   号     年   月 　日



上記の事業は租税特別措置法施行規則第13条の３第８項第1号イ（3）（i）及び（ii）若しくは第２号ロ（1）及び（2）又は第21条の19 第９項第１号イ（3）（i）及び（ii）若しくは第２号ロ（1）及び（2）に該当すると認定したことを証する。　

　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣　 　　　印　　　　

	
· 確定優良住宅地等予定地のための土地等の譲渡に係る課税の特例適用上の注意事項

確定優良住宅地等予定地のための土地等の譲渡に該当して課税の特例の適用を受けた者は、予定期間内に法令で定められた特定の証明書類を所轄税務署長に提出することにより課税の特例の適用が確定します。したがって、当該法定の証明書類が予定期間内に提出できない事情が生じた場合には課税の特例の適用は認められないことになりますので、個人の場合は予定期間経過後4月以内に所轄税務署長に修正申告書を提出して、法人の場合は予定期間の末日を含む事業年度の申告時に、不足分の税額を納付しなければなりません。どのような証明書類が必要であるかについては上記事業の施行者に御照会下さい。





(注)１　＊ のある欄には記載しないこと。
２　※のある欄においては、(　)内の該当する事項を○で囲むこと。
　　それぞれの事業区域の区分が指す区域は以下のとおり。
　　市街化区域　　：都市計画法第７条第1項の市街化区域
　　市街化調整区域：都市計画法第７条第1項の市街化調整区域と定められた区域
非線引用途区域：都市計画法第７条第1項に規定する区域区分に関する同法第４条第１項に規定する都市計画（以下「都市計画」という。）が定められていない同条第２項に規定する都市計画区域（以下「都市計画区域」という。）のうち、同法第８条第１項第１号に規定する用途地域が定められている区域
非線引白地区域：都市計画法第７条第1項に規定する区域区分に関する都市計画が定められていない都市計画区域のうち、同法第８条第１項第１号に規定する用途地域が定められていない区域
　　　　なお、令和５年４月１日以降に、開発許可を受けて行われる一団の宅地造成事業の用に供するために土地等を譲渡した場合は（租税特別措置法第31条の２第２項13号、第62条の３第４項第13号に規定する事業）、都市計画法第７条第１項に規定する区域区分に関する都市計画が定められていない都市計画区域であって、同法第８条第１項第１号に規定する用途地域が定められていない区域について、本特例の適用は認められない。
３　「事業区域に含まれる地域の名称」の記載に当たり、当該地域が都市計画法施行令第19条第２項の規定の適用を受ける区域内である場合には、その旨も併せて記載すること。
４　「事業の区分」欄には、「住宅建設の用に供される一団の宅地の造成事業」、「一団の住宅の建設事業」又は「中高層耐火共同住宅の建設事業」と記入すること。
５　「事業区域の面積等」の欄には事業区域の面積のほかに、住宅建設事業にあっては戸数（中高層耐火共同住宅の場合には住居の用に供する独立部分の数）を記入すること。
なお、当該事業が土地区画整理事業として行われる場合には、「事業区域の面積」の欄には、住宅建設の用に供される一団の宅地の造成に係る事業区域の面積を記入すること。
６　「その他必要な事項」の欄には、中高層耐火共同住宅の建設事業について、「耐火構造又は準耐火構造」の区分、「地上階数」、「建築物の床面積の合計、そのうち専ら居住の用に供される面積（居住の用に供される部分に係る廊下、階段及びその他その共用に供される部分を含む。）及び専ら居住の用に供される面積が建築物の床面積の合計に占める割合」及び「寄宿舎又はその他の住居に係る独立部分の床面積」を記入すること。
７　別紙Ⅰ・Ⅱの規定により作成された次の書類を添付すること。
（1）預金残高証明書、融資証明書等の資金調達方法を証明する書類(別紙Ⅰ1(2)参照) 
（2）住民票又は商業登記簿謄本(別紙Ⅰ2(1) 参照) 
（3）宅地建物取引業の免許証の写し(別紙Ⅰ2(2) 参照) 
（4）過去３箇年の納税証明書(別紙Ⅰ2(5) 参照) 
（5）事業区域位置図(別紙Ⅱ(1) 参照)
（6）事業区域図(別紙Ⅱ(2) 参照)
（7）事業説明書(別紙Ⅱ(3)参照)
８　認定申請の審査には原則として、必要な審査資料の提出後、おおむね２か月の期間を要することに留意し、申請を行うこと。



別紙Ⅰ　事業の実施可能性に関すること
１　資力に関すること
（1） 収支計画
	項　　　　　　　　　目
	金　　　　　　　　　額

	収


入
	処　分　収　入

そ　の　他　収　入
（　　　　　　　　）
（　　　　　　　　）
（　　　　　　　　）
　　　　　　計
	

	支




出
	用　地　費
工　事　費
整　地　工　事　費
道　路　工　事　費
給　排　水　施　設　工　事　費
住　宅　建　築　工　事　費
附　帯　工　事　費
事　務　費
借　入　金　利　息
そ　の　他　の　支　出
（　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　）
　　　　　　計
	


(注)１　「その他の収入」及び「その他の支出」欄については、項目を記入すること。
２　土地区画整理事業の場合は、「金額」 欄を縦に２分し、左側に土地区画整理事業の資
金計画を、右側に証明申請者の宅地分譲に係る収支計画を、区分してそれぞれ記入すること。

（2）資金調達方法
	項　　　　　　　　　目
	金　　　　　　　　　　額

	自　己　資　金
	内　部　留　保
増　資
そ　の　他
　　　　　計
	

	借　入　金
	金融機関からの借入金
その他の借入金　　	
　　　　　　計
	

	合　　　　　　　　　　　計
	


(注)１　（1）の収支計画の支出について資金調達方法を記入すること。
２　「金融機関からの借入金」には、借入金残高証明書又は融資証明書を添付すること。
３　「内部留保」及び「その他」については、その存在を証明するに足りる預金残高証明書を添付すること。





２　信用に関すること
（1）住民票又は商業登記簿謄本

（2）宅地建物取引業の免許証の写し

（3）宅地建物取引業の経歴
	
種類

期間
	売　　　　却
	購　　　　入
	交　　　　換

	
	宅地
	建物
	宅地
及び
住宅
	宅地
	建物
	宅地
及び
住宅
	宅地
	建物
	宅地
及び
住宅

	
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格
	件数
及び
価格

	年　月　日から
年　月　日まで　　　　　　　　の１年間
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月　日から
年　月　日まで
の１年間
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月　日から
年　月　日まで
の１年間
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	過去３年間における宅地建物取引業法第66条による免許取消の有無
	有
・
無
	（有の場合その理由）


(注)申請日前に終了した暦年又は事業年度を含む過去3年間について記入すること。

（4）営業の沿革
	創　　　　　　　　　業
	年　　　　月　　　　日

	創　業　後　の　沿　革
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日

	
	
	年　　　　月　　　　日


(注)１　「創業後の沿革」欄には商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の
変更、営業の休止、営業の再開、賞罰（行政処分等を含む。）等を記載すること。
２　宅地造成事業又は住宅建設事業以外の事業を行っているときはその事業についての沿
革を含むこと。
３　業種の分類については法人企業統計調査（財務総合政策研究所）の業種分類表に
よること。

（5）納税状況（申請日前に終了した暦年又は事業年度を含む過去３年間の所得税額又は法人税額の納税証明書（その１））



３　過去の事業実績に関すること

	工事場所のある都道府県市町村名
	事業の区分
	面積又は
戸数等
	処分形態
	着　工　年　月　日
	総事業費
	現　状

	
	
	
	
	完成又は完成予定年月
	
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
千円
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
千円
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
千円
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
千円
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
千円
	

	
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
	


(注)１　この票には、申請日前３年間の主な完成工事及び申請日前３年間に着工した主な未完成工事を１つ以上記入すること。
２　「事業の区分」には「住宅建設の用に供される一団の宅地の造成事業」又は「一団の住宅の建設事業」若しくは「中高層耐火共同住宅の建設事業」のいずれかを記入すること。なお、業務代行方式による土地区画整理事業の場合はその旨記入すること。
３　「面積又は戸数等」には、一団の宅地の造成事業にあっては面積を、その他の事業にあっては戸数又は独立部分の数を記入すること。
４　「処分形態」には「更地分譲」、「建売分譲」、「更地分譲・建売分譲」等と記入すること。
５　「現状」には「施工中」、「分譲中」、「分譲完了」等と記入すること。
６　上記の事業について、必要に応じ現状を示す写真及び事業地付近の地図を添付すること。



別紙Ⅱ　事業の適格可能性に関すること
（1）事業区域位置図
縮尺５万分の１以上の地形図で、当該事業の区域位置を明らかにしたもの（都市計画図を用いることが望ましい。）。

（2）事業区域図
　　　縮尺２千５百分の１以上の地形図で、次の事項を明らかにしたもの。
①当該事業区域の利用用途（宅地用地、公共施設用地（道路予定地、公園用地等）、公益的施設用地、その他の土地）及び面積・形状。
②事業区域を明らかにするのに必要な範囲内における都道府県界、市町村界、市町村の区域内の町又は字の境界、都市計画区域界、地域地区、土地の地番及び形状。
（注）土地区画整理事業の場合は、上記事業区域位置図及び事業区域図に土地区画整理事業の施行地区と証明申請者の宅地分譲地を区分して表示すること。

（3）事業説明書
（ｲ）認定申請に係る事業の区域の土地の状況
	番

号　　
	所　　　　　　在
	所有者
（権利関係者）
	地　　　　目
	面　　　　積
	買収・買収未済の
別及び買収年月日

	
	登　記　簿
	住居表示
	
	
	
	

	
	町・字
	地　番
	
	
	登記簿
	現　況
	登記簿
	実　測
	

	１
２

	
	
	
	
	
	
	㎡
	㎡
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)１　一筆ごとに記入すること。
２　「所有者」の欄には地上権者等関係権利者がある場合には、関係権利者も記入すること。
３　「地目」欄中「登記簿」の欄には登記簿上に記載されている田、畑、山林等の区分により記入すること。
４　「地目」欄中「現況」の欄には土地の主たる現況地目を上記区分に準じて記入すること。また、宅地にあっては当該土地の上に存する建築物の種類（住宅、工場、倉庫等）を記入すること。
５　「面積」欄中「実測」の欄には実測面積を記入すること。
６　買収済の土地については、所在、所有者等について記載された他の書類がある場合には、その書類をもって、本資料の提出に代えることができる。
７　買収未済の土地については、「所有者」の欄の記入を省略することができる。
　　
（ﾛ）事業の進捗状況及び今後の見通し等
①当該地区の選定理由　　　


②地方公共団体との協議の状況


③地元住民との協議・合意形成状況


④用地買収の進捗状況及び今後の見通し


⑤造成（建設）する宅地（住宅）の概要


（注）中高層耐火共同住宅の建設事業については、(ﾊ)の住宅明細表を添付すること。


 (ﾊ)次に掲げる事業を行う場合には事業説明書に以下に掲げる資料を添付すること。
①開発許可を受けて一団の宅地を造成予定である場合には、開発許可に係る事前協議書類等
　　　②中高層耐火共同住宅の建設を行う予定である場合には、次の住宅明細表及び各戸の床面積を明らかにする書類
住宅明細表
	住　居　番　号
	住　　　　宅　　　　の　　　　床　　　　面　　　　積
	備　考

	
	専　有　部　分　の　床　面　積
	共　用　部　分　の　床　面　積
	計
	

	
	居住の用に供する部分の床面積
	居住の用に供する部分以外の部分の床面積
	居住の用に供する部分の床面積
	居住の用に供する部分以外の部分の床面積
	
	

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	計
	①　　　　㎡
	②　　　　　㎡
	③　　　　　㎡
	④　　　　　㎡
	⑤　　　　　㎡
	


(注)１　共用部分の床面積の居住の用に供する部分、居住の用に供する部分以外の部分の配分は、専有面積の割合により按分して記入すること。
２　備考の計の欄には（①＋③）/⑤の割合をパーセントで記入すること。


③土地区画整理事業として一団の宅地を造成予定である場合には土地区画整理準備組合等地権者組織との業務代行契約に関する協定書

(注)この協定書の添付は、土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業の施行地区内で行われる事業の場合に限り必要であること。





